2008年度「労働法」（水町）

第16回　賃金（text219-240）
１　賃金請求権
1.1　賃金請求権の発生

　　○賃金は何によって発生するのか？

　　○労働義務が履行できない場合どうなるか？

1.1.1　賞与請求権
　　○賞与請求権の発生

　　○支給日在籍要件の有効性

　　　＃46

1.1.2　退職金請求権

　　○日本の退職金の特徴・性格
　　○退職金請求権の発生（減額・不支給条項の有効性）
　　　＃48

1.2 賃金請求権の変動

1.2.1　昇給

　　○一般的な昇給のシステム

　　○昇給請求権の有無

1.2.2　減給

　　○減給措置の適法性

　　　＃35

　　○減給と黙示の承諾
　　　＃35

２　賃金の法規制
2.1　労基法上の賃金
　　○賃金の定義（労基法11条）
　　　　・「使用者が支払うもの」
・「労働の対償」
　　　　　　任意的恩恵的給付／福利厚生給付／企業設備・業務費

2.2　賃金の支払方法

2.2.1　通貨払原則

○趣旨

○例外
2.2.2　直接払原則

　　○趣旨
　　○第三者に賃金債権が譲渡された場合

　　　＃42

　　○例外
2.2.3　全額払原則
　　○趣旨
　　○例外

　　○使用者による賃金債権の相殺はどうか？

　　　　・調整的相殺

　　　　　＃43

　　　　・労働者の同意に基づく相殺

　　　　　＃44

　　　　・解雇無効期間中の賃金からの中間収入の控除

　　　　　＃87

　　○労働者が賃金債権を放棄した場合はどうか？

　　　＃45

2.2.4　毎月一回以上一定期日払原則

　　○原則

　　○年俸制にも及ぶか？

2.2.5　非常時払（労基法25条）
　　○労働者の非常時の賃金支払義務

2.2.6　出来高払の保障給（労基法27条）
　　○出来高賃金労働者への定額賃金保障

2.3　休業手当（労基法26条）
　　○趣旨
　　○危険負担（民法536条2項）との関係

　　　＃112

　　○解雇期間中の賃金と中間収入

　　　＃87

2.4 最低賃金

○最低賃金法による保障（4条、40条など）

　　○地域別最低賃金と特定最低賃金（9条以下、15条以下）

探究　日本の現行の最低賃金は先進諸国のなかで最低水準である。これを大きく引き上げていくべきか？
2.5　賃金債権の履行確保

　　○先取特権および倒産手続（民法、会社更生法、民事再生法、破産法）

　　○賃金支払いの確保（賃確法）
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